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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 
第86期 

第２四半期連結 
累計期間 

第87期 
第２四半期連結 

累計期間 
第86期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 ９月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 10,190 11,347 21,998 

経常利益 （百万円） 1,104 1,344 2,704 

四半期（当期）純利益 （百万円） 755 868 1,681 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 921 1,013 2,014 

純資産額 （百万円） 15,692 17,590 16,693 

総資産額 （百万円） 21,638 23,812 23,217 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 25.92 29.82 57.71 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － - - 

自己資本比率 （％） 72.0 73.2 71.3 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 1,192 1,422 2,342 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △478 △607 △1,380 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △137 △194 △258 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 4,158 4,933 4,293 

 

回次
第86期

第２四半期連結
会計期間

第87期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成25年
 ７月１日
至平成25年
 ９月30日

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.38 16.71 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについては重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析は以下の通りであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日において当社グループが判断したもので

あります。

（1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策の影響により企業業績の順調

な回復、雇用環境の改善が見られました。また、海外におきましても米国経済の堅調な成長により、アジア諸

国で景気の持ち直しが見られました。一方で消費税増税や原材料・エネルギーコストの上昇、為替の変動懸念

など下振れリスクを含んでおり、依然として先行き不透明な状況が続きました。

 このような経営環境のもと、受注及び売上規模の拡大、採算の改善、経費の効率化運用を進めてまいりまし

た結果、当第２四半期連結累計期間につきましては、連結売上高は113億４千７百万円（前年同期比11.4％増

加）となりました。損益につきましては、営業利益12億２千９百万円（前年同期比29.0％増加）、経常利益13

億４千４百万円（前年同期比21.6％増加）、四半期純利益は８億６千８百万円（前年同期比15.0％増加）とな

りました。

 なお、セグメント別での結果は次の通りであります。 

①コンデンサ・モジュール 

 電鉄車両分野、電気自動車（ＥＶ）・ハイブリッド自動車（ＨＥＶ）用コンデンサが伸長いたしました結

果、売上高は76億７千４百万円（前年同期比14.8％増加）となりました。 

②電力機器システム 

 省エネ・電力品質改善機器等が伸長いたしました。結果、売上高35億６千万円（前年同期比8.8％増加）

となりました。 

③情報機器システム 

 主力商品であるバス用表示装置が堅調に推移いたしましたが、その他の表示器において減収となった結

果、売上高は１億１千２百万円（前年同期比52.1％減少）となりました。 

 

（2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間における総資産は238億１千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億９千４

百万円の増加となりました。増減の主なものは、現金及び預金の増加６億３千９百万円、建設仮勘定の増加３

億４千２百万円、受取手形及び売掛金の減少３億３百万円、棚卸資産の減少９千５百万円等によるものであり

ます。負債は62億２千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億２百万円の減少となりました。増減の主

なものは、買掛金の減少９千１百万円、未払法人税等の減少２億３千９百万円、退職給付に係る負債の減少１

億５千２百万円、未払費用の増加８千４百万円等であります。 

 純資産は175億９千万円となり、自己資本比率は73.2％と1.9ポイント増加しました。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

 営業活動におけるキャッシュ・フローは、14億２千２百万円の収入となり、前年同期比２億２千９百万円収

入の増加となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の増加等によるものです。

 投資活動におけるキャッシュ・フローは、６億７百万円の支出となり、前年同期比１億２千９百万円の支出

増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出の増加等によるものです。

 財務活動におけるキャッシュ・フローは、１億９千４百万円の支出となり、前年同期比５千７百万円の支出

増加となりました。これは主に、配当金の支払い増加等によるものです。

 これらの結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物の残高は49億３千３百万円となり、前連結会計年度末

に比べ６億３千９百万円の増加、前年同期比７億７千４百万円の増加となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

(5）研究開発活動

当社グループは、電気エネルギーのマネジメントで、環境と社会へ貢献することを基本とした商品及び要素

技術の開発を積極的に行っております。

 コンデンサ・モジュール部門に関しましては、ＨＥＶ・ＥＶ自動車、鉄道車両・大型産業機器、再生可能

（新）エネルギー変換装置等のインバータ回路用コンデンサに要求される、高い品質・機能・信頼性・安全性

と、最適なコスト効果を狙った、小型軽量化・高エネルギー密度化されたパワエレ用フィルムコンデンサの開

発、内製化率の向上に、継続して注力しております。太陽光・風力発電等の再生可能（新）エネルギー市場で

は、電力の平準化・安定化・高効率化や電力変換・送電用途も含めた幅広い用途に対応すべく継続して開発を

進めております。

 また電力機器システム部門におきましても、高力率負荷・自然エネルギー（太陽光・風力発電など）の普及

による過進相・過電圧問題を解消する装置として「容量可変形進相コンデンサ設備」を開発、また昨今普及の

著しい省エネ・節電・ＣＯ２削減などを目的とするインバータの高調波問題を解消する「機器組込型小容量ア

クティブフィルタ」のラインナップ拡張、さらに鉛電池を使わないコンデンサ式ＵＰＳのニーズ増大に応える

「瞬時電圧低下・短時間停電補償装置」のラインナップ拡張など積極的に取り組んでおります。

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、２億７千１百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,503,000

計 128,503,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,061,003 33,061,003
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株で

あります。

計 33,061,003 33,061,003 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成26年７月１日

～平成26年９月30日
－ 33,061 － 5,001,745 － 1,300,000
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（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 6,980 21.11 

ビーエヌワイエム エスエーエヌブイ ビー

エヌワイエム クライアント アカウント 

エムピーシーエス ジヤパン 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

RUE MONTOYER 46 1000 BRUSSELS 

BELGIUM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

決済事業部） 

4,298 13.00 

 株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,299 3.92 

指月協友持株会 兵庫県西宮市大社町10番45号 956 2.89 

株式会社みなと銀行 兵庫県神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 925 2.79 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 826 2.49 

株式会社村田製作所 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 571 1.72 

株式会社ノーリツ 兵庫県神戸市中央区江戸町93 560 1.69 

指月電機製作所自社株投資会 兵庫県西宮市大社町10番45号 528 1.59 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌ

エイ ロンドン エス エル オムニバス 

アカウント 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部） 

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD，ENGLAND 

（東京都中央区月島４丁目16番13号） 

419 1.26 

計 － 17,363 52.52 

 （注）１．上記の他当社が保有する自己株式が3,942千株（11.92％）あります。

２．当第２四半期会計期間末現在における、信託銀行の信託業務の株式数につきましては、当社として把握す

る事ができないため記載しておりません。

３．タワー投資顧問株式会社から平成24年12月６日付けの大量保有報告書の写しの送付があり、平成24年12月

３日現在で4,668千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時

点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 なお、タワー投資顧問株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下の通りであります。

大量保有者         タワー投資顧問株式会社

住所            東京都港区芝大門１丁目２番１８号 野依ビル２階

保有株券等の数       株式 4,668,000株

株券等保有割合       14.12％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成26年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
－ － －

議決権制限株式

（その他）
－ － －

完全議決権株式

（自己株式等）
普通株式   3,942,000 － －

完全議決権株式

（その他）
普通株式  28,859,000 28,853 －

単元未満株式 普通株式    260,003 －
一単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 33,061,003 － －

総株主の議決権 － 28,853 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれておりません。

 

②【自己株式等】

（平成26年９月30日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義 
所有株式数
（株）

他人名義 
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱指月電機製作所
兵庫県西宮市大社町 

10番45号
3,942,000 － 3,942,000 11.92

計      － 3,942,000 － 3,942,000 11.92

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次の通りであります。

（1）執行役の状況

  ①退任執行役

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役 品質・環境マネジメント本部長 光谷 信雅 平成26年９月15日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,293,876 4,933,579 

受取手形及び売掛金 5,322,815 5,019,358 

商品及び製品 327,675 283,476 

仕掛品 436,059 354,172 

原材料及び貯蔵品 433,362 463,643 

繰延税金資産 291,414 272,679 

その他 52,325 85,318 

貸倒引当金 △530 △500 

流動資産合計 11,156,998 11,411,727 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,050,293 2,931,716 

機械装置及び運搬具（純額） 1,790,014 1,730,847 

土地 4,269,909 4,269,787 

リース資産（純額） 2,841 2,404 

建設仮勘定 1,114,501 1,457,010 

その他（純額） 242,398 242,032 

有形固定資産合計 10,469,959 10,633,799 

無形固定資産    

その他 33,170 33,180 

無形固定資産合計 33,170 33,180 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,340,688 1,519,080 

長期貸付金 3,712 2,623 

繰延税金資産 151,014 150,782 

その他 66,356 65,435 

貸倒引当金 △4,500 △4,500 

投資その他の資産合計 1,557,271 1,733,422 

固定資産合計 12,060,400 12,400,402 

資産合計 23,217,399 23,812,129 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,038,878 947,441 

短期借入金 900,000 900,000 

リース債務 874 874 

未払法人税等 687,509 448,071 

未払費用 581,162 665,244 

賞与引当金 492,589 492,830 

役員賞与引当金 84,000 36,000 

その他 257,259 351,049 

流動負債合計 4,042,274 3,841,511 

固定負債    

再評価に係る繰延税金負債 1,165,685 1,165,685 

リース債務 1,967 1,530 

繰延税金負債 35,900 135,979 

退職給付に係る負債 735,553 582,958 

長期未払費用 417,390 387,629 

その他 125,138 105,938 

固定負債合計 2,481,636 2,379,719 

負債合計 6,523,910 6,221,231 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,001,745 5,001,745 

資本剰余金 3,308,285 3,308,285 

利益剰余金 8,691,407 9,462,533 

自己株式 △1,233,493 △1,235,557 

株主資本合計 15,767,945 16,537,008 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 455,833 573,104 

土地再評価差額金 950,740 950,740 

為替換算調整勘定 △658,559 △661,706 

退職給付に係る調整累計額 27,438 25,579 

その他の包括利益累計額合計 775,453 887,718 

少数株主持分 150,089 166,171 

純資産合計 16,693,488 17,590,897 

負債純資産合計 23,217,399 23,812,129 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 10,190,524 11,347,465 

売上原価 7,026,989 7,869,661 

売上総利益 3,163,535 3,477,804 

販売費及び一般管理費    

給料及び賃金 495,077 502,602 

賞与引当金繰入額 95,873 117,082 

役員賞与引当金繰入額 36,000 36,000 

退職給付費用 25,926 22,888 

運搬費 165,617 179,752 

その他 1,391,749 1,389,491 

販売費及び一般管理費合計 2,210,244 2,247,817 

営業利益 953,290 1,229,987 

営業外収益    

受取利息 376 835 

受取配当金 9,410 11,629 

固定資産賃貸料 20,928 21,447 

為替差益 27,471 22,660 

スクラップ売却代 49,652 63,069 

保険収入 51,933 - 

助成金収入 55,532 24,672 

その他 8,150 10,862 

営業外収益合計 223,454 155,176 

営業外費用    

支払利息 2,178 1,936 

債権売却損 24,453 27,200 

支払補償費 31,623 - 

その他 13,532 11,925 

営業外費用合計 71,788 41,061 

経常利益 1,104,955 1,344,101 

特別利益    

収用補償金 116,652 - 

特別利益合計 116,652 - 

税金等調整前四半期純利益 1,221,607 1,344,101 

法人税、住民税及び事業税 440,005 436,300 

法人税等調整額 1,976 16,008 

法人税等合計 441,981 452,309 

少数株主損益調整前四半期純利益 779,625 891,792 

少数株主利益 24,347 23,530 

四半期純利益 755,278 868,262 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 779,625 891,792 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 73,850 117,270 

為替換算調整勘定 68,288 6,667 

退職給付に係る調整額 - △1,858 

その他の包括利益合計 142,139 122,079 

四半期包括利益 921,765 1,013,872 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 901,611 980,527 

少数株主に係る四半期包括利益 20,153 33,345 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,221,607 1,344,101 

減価償却費 485,361 432,477 

収用補償金 △116,652 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 △30 

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,038 △72 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △34,000 △48,000 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △34,063 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △155,481 

受取利息及び受取配当金 △9,786 △12,464 

支払利息 2,178 1,936 

売上債権の増減額（△は増加） 316,888 306,876 

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,307 90,749 

仕入債務の増減額（△は減少） △19,864 △90,997 

その他 △174,124 161,679 

小計 1,645,784 2,030,775 

利息及び配当金の受取額 9,786 12,464 

利息の支払額 △2,178 △1,936 

法人税等の支払額 △460,574 △619,279 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,192,817 1,422,024 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △835 △798 

有形固定資産の取得による支出 △534,607 △602,593 

有形固定資産の売却による収入 23,187 － 

無形固定資産の取得による支出 － △5,685 

収用補償金の受取による収入 34,996 － 

その他 △1,601 1,087 

投資活動によるキャッシュ・フロー △478,861 △607,989 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △2,198 △2,064 

配当金の支払額 △116,547 △174,740 

少数株主への配当金の支払額 △14,024 △17,263 

その他 △4,281 △437 

財務活動によるキャッシュ・フロー △137,051 △194,505 

現金及び現金同等物に係る換算差額 407 20,173 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 577,312 639,702 

現金及び現金同等物の期首残高 3,581,600 4,293,876 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,158,913 ※ 4,933,579 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 （退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下 

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準に変更、並びに割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退

職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更い

たしました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が120,505千円減少し、利益剰余金が

77,605千円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 4,158,913千円 4,933,579千円

現金及び現金同等物 4,158,913千円 4,933,579千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月15日

取締役会
普通株式 116,547 4.0 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月29日

取締役会
普通株式 116,523 4.0 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月15日

取締役会
普通株式 174,740 6.0 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 145,594 5.0 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
コンデンサ・
モジュール 

電力機器 
システム 

情報機器 
システム 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,684,076 3,271,478 234,969 10,190,524 － 10,190,524 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
674 － － 674 △674 － 

計 6,684,751 3,271,478 234,969 10,191,199 △674 10,190,524 

セグメント利益 732,772 1,018,719 22,386 1,773,877 △820,587 953,290 

 

（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下の通りであります。

（単位：千円）
 

  金額

全社費用（注） △820,587

合計 △820,587

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（注）２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

- 15 -



 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
コンデンサ・
モジュール 

電力機器 
システム 

情報機器 
システム 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 7,674,011 3,560,899 112,554 11,347,465 － 11,347,465 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,529 － － 4,529 △4,529 － 

計 7,678,540 3,560,899 112,554 11,351,994 △4,529 11,347,465 

セグメント利益 849,588 1,197,838 4,875 2,052,303 △822,315 1,229,987 

 

（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下の通りであります。

（単位：千円）
 

  金額

全社費用（注） △822,315

合計 △822,315

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（注）２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円92銭 29円82銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 755,278 868,262

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 755,278 868,262

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,133 29,121

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

- 16 -



２【その他】

平成26年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議しております。 

   ①中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・145,594千円 

   ②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

   ③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・平成26年11月28日 

   （注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

     
 

  平成26年11月6日

株式会社指月電機製作所  
 

取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 芝池 勉   印  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 矢倉 幸裕  印  

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社指月電

機製作所の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日

から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社指月電機製作所及び連結子会社の平成26年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


